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Ⅰ はじめに 

 
 国際民間航空（以下「国際航空」という。）については、領空主権を明記したパリ条約（1919 年）

以来の国際航空に関する原則を取りまとめた国際民間航空条約（シカゴ条約）が、現在まで枠組み

の基本となっている。しかし、シカゴ条約では国際航空についての具体的な路線設定方式及び価格

設定方式を決定するには至らず、国際航空の具体的な運用は、第二次世界大戦後に英米の妥協によ

り成立した米英航空協定（バミューダⅠ）を雛形として、国際航空の運航を希望する二国間の交渉

とその合意に基づき路線設定及び輸送力１並びに価格設定を行うという二国間協定を、世界各国が

積み重ねることにより運営されてきた。 

 これまで、日本、中華人民共和国（以下「中国」という。）及び韓国（以下この三国を「東アジア

圏諸国」という。）２においては、このシカゴ条約体制と二国間協定方式に基づく国際航空路線の設

定と、国内航空輸送における自国航空会社による運航（カボタージュ禁止）という、従来から世界

的に運用されてきた枠組みに基づいて航空ネットワークを形成してきた。その一方で、東アジア圏

諸国においては、中国の経済成長等により域内の人流、物流が活発化し、今後、国際、国内とも域

内の航空需要が急激に増加することが予想されている。このため、今後、東アジア圏諸国域内での

国際航空を巡る環境が激変することは必至であり、このような環境の変化に対応した効率的な域内

航空輸送ネットワークの構築が求められる。 

また、全世界的に国際航空の分野を俯瞰した場合、経済のグローバル化の進展に伴い、これまで

二国間協定主義に基づき厳格な政府規制に服してきた国際航空体制においても、自由化の動きが起

こっている。こうした国際航空自由化の動きの中で重要な意味を持つと考えられているのが、ＥＵ

における域内航空自由化、オーストラリア・ニュージーランド間の航空自由化等の地域内航空自由

化への動きと米国のオープンスカイ政策である。このような動きは、二国間協定方式に基づいた東

アジア圏諸国における国際航空体制に大きな影響を与えつつある。現に、2006 年６月中国と韓国が

段階的オープンスカイの実施で合意するとともに、両国間の国際航空の大幅な増便を発表した。こ

のように東アジア圏諸国においても、今後、世界的な国際航空自由化という国際的枠組み変化の可

能性を踏まえた国際航空政策の検討を図っていく必要がある。 

 以上の全世界的及び東アジア圏諸国における国際航空の自由化の動き等環境の変化を踏まえ、主

としてミクロ経済学の観点から日中韓三国間における国際、国内を含めた民間航空市場の統合と当

該域内航空の自由化（以下「域内航空市場統合」という。）の提案がなされている。しかし、実際に

東アジア圏諸国の域内航空市場統合を実施するためには、現在のシカゴ条約体制及び二国間条約方

式に基づき築きあげられてきた航空事業に対する国籍規制、カボタージュ規制を含む参入規制、運
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賃規制、安全規制等のあり方を大きく変更することが不可欠である。また、東アジア圏諸国間で紛

争が生じた場合の紛争処理方式を確立することも必要不可欠である。さらに、近年問題となってい

る米・EU 包括国際航空協定のように市場統合された地域と域外国との国際航空ネットワーク形成

の手法も問題となる。 

 こうした問題意識を前提に、本稿においては、ＥＵ、オーストラリア・ニュージーランド間の域

内航空市場統合、米国のオープンスカイ政策の事例を検証しつつ、ミクロ経済学の視点から提唱さ

れている国際航空域内自由化を東アジア圏諸国で実施した場合における、日本国内及び統合地域内

における航空規制のあり方、域外国との国際航空ネットワーク形成のあり方について検証を行う。 

 

Ⅱ 現在の国際航空体制の概観 

 

１．シカゴ条約体制、二国間協定方式の概略３ 

 領空主権主義を国際法上の原則とした国際航空条約（International Air Navigation Convention、

パリ条約 1919 年)を前提として、第二次世界大戦後の民間国際航空のあり方を検討する国際民間

航空会議(The Chicago Conference、シカゴ会議)が 1944 年に開催された。しかし、シカゴ会議に

おいては、当時、国際航空の 3 分の 2 を占めていた米国とイギリスの案が対立したため、交渉は難

航した。アメリカは航空路線の開設を当事国間で協定し、経済規制を出来るだけ少なくすること

(Open Skies 案)を主張し、イギリスは運航権の行使を政府レベルの国際機関(International Air 

Authority, IAA)によって統制すること(Open in the Air 案)を主張した。結局、両者の溝は最後まで

埋まらず、妥協の産物として、現在のシカゴ条約本体とこれに付随する国際航空業務通過協定

(International Air Services Transit Agreement、２つの自由の協定)及び国際航空運送協定

(International Air Transport Agreement、５つの自由の協定)を採択した。しかし、５つの自由の

協定はほとんどの国から批准を得られず、結局シカゴ会議は多国間の航空枠組みとして２つの自由

を認め合うに留まった。 

シカゴ条約の内容としては、まず、以下の 4 原則を定めたことが挙げられる。 

① 領空主権(Sovereignty)の原則： 各国が領域上の空間において完全かつ排他的な主権を有する

という原則（シカゴ条約第 1 条） 

② 機会均等(Equal Opportunity)の原則：各国が輸送競争で平等の機会を持つという原則（同条約

前文） 

③ 無差別(Non-discrimination)の原則： 各国の規制が航空会社の国籍によって差別的であっては

ならないという原則（同条約第 11 条） 
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④ 自由指定(Freedom to Designate)の原則：相手国の意向に関わらず、航空業務を提供する自国

籍航空会社を指定できるという原則（同条約第 19 条） 

また、これら４原則の他にも留意すべき原則として以下のような原則が存在する。 

① シカゴ条約第 7 条は「締約国は同一国内の２地点間の輸送について外国航空会社に許可を与え

ない権利（カボタージュ）を有する。」と規定し、自国内における排他的航空輸送権が各国に原則

認められた。 

② 一般的に航空分野においては９つの自由４というものが存在するとされているが、シカゴ条約

は第１の自由と第２の自由しか認めていない。したがって、シカゴ条約体制とは言うものの実際

の国際航空業務の開設にあたっては二国間航空協定(Bilateral Air Agreement)によって運航方法

が決定されている。 

シカゴ条約で国際的合意が得られなかった具体的な国際航空輸送体制の決定方式は、国際航空の

運航を希望する当事国間の交渉に委ねられた。この二国間交渉の結果を結実させる二国間協定の多

くは 1946 年のバミューダ協定（米英航空協定、バミューダ１）を雛形として締結されてきた。し

かし、国際航空に関する二国間協定は基本的には両当事国間の合意に基づいて締結されるものであ

り、輸送力条項の規定の方式は様々に分化してきた。二国間協定は、国際民間航空機関（ICAO）

の現在の分類によれば、①事前決定方式５②バミューダⅠ方式６③自由決定方式７④輸送力条項のな

いもの⑤その他の５方式に分類される。現在のところ③④の方式はほとんどなく、二国間協定は事

前又は事後の当事国政府間で輸送量の合意を要するものが約 80％を占めている８。 

 

２．現行の日本の国際航空規制についての概観 

 日本の国際航空についての路線設定及び運賃設定は、現在のところ、全てシカゴ条約体制と二国

間協定方式に基づいている。まず、路線設定については、両当時国政府間で国際航空輸送量に関す

る協定を締結し、これに基づいて両国政府が各航空会社の運航に関する許可を発する規制を行って

いる（航空法第 129 条）。また、運賃についても、航空会社はその運賃設定に際し両国政府におけ

る認可（航空法第 129 条の２）を必要とする（Double  Approval 方式）９。 

 一方、日本の国際航空行政においては、法その他による手続き上は以上の原則に則りつつ、実際

の政策展開として 1990 年代以来、地方空港の国際化が進められている。日本の航空当局は、空港

制約のない地方空港であって、入国管理、税関及び検疫（以下「CIQ」という。）体制の整っている

空港については、相手国から路線設定の要望があれば、日本側の航空会社の路線開設の希望がなく

ともこれを認める方針をとっている。例えば、韓国の航空会社は韓国の航空会社のみで日本の地方

空港－ソウル間の多数の路線を設定している。また、現在のところ空港容量に余裕のある関西国際

空港、中部国際空港においても、両空港会社は同様の方針で海外航空会社の乗り入れ誘致積極的に
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行っており、相手国航空会社が乗り入れを希望した場合、本邦航空会社が当該路線の運航を希望し

ない場合においても、日本政府を認めているケースも多い。 

以上に鑑みると、日本においても、実際の運用上は、東京国際空港（以下「羽田空港」という。）

及び新東京国際空港（以下「成田空港」という。）以外の空港における国際航空路線の設定について、

かなり自由な路線設定を認めており、日本の国際航空行政において厳密に二国間協定主義に則って

手続きが進められているのは空港制約の厳しい新東京国際空港及び東京国際空港１０に限られると

いっても過言ではないと考える。 

 

Ⅲ．世界的な国際航空自由化の動き 

 
一方、全世界的に国際航空の分野を俯瞰した場合、経済のグローバル化の進展に伴い、これまで

二国間協定方式に基づく厳格な政府規制に服してきた国際航空体制においても、自由化の動きが起

こっている。こうした国際航空自由化の動きの中で重要な意味を持つと考えられるのが、ＥＵ、オ

ーストラリア・ニュージーランド間の地域内統合航空市場成立と米国のオープンスカイ政策である。

地域における航空市場統合については、この他にもマレーシア、フィリピン、ブルネイ及びインド

ネシアの間で航空協力関係の枠組み作りが進められており、中南米、アフリカでも航空市場統合の

動きが見られ、主として近傍地域間における航空市場の統合の動きが、次第に活発化している１１。 

 

１．EU 域内航空自由化のプロセスと自由化後の規制の検証 

（１）統合の背景及び経緯１２ 

EU１３における航空市場統合の萌芽は1957年に締結されたローマ条約に遡る。同条約第88条（現

第 84 条）及び第 89 条（現第 85 条）においては、既にEC 委員会及び各国は各国の市場における

独占を許してはならず、これを実現するため、EC 委員会は各国に対して必要な措置をとりうるこ

とを規定していた。しかし、ローマ条約締結当時はＥC 加盟各国も国際航空については二国間協定

方式、国内航空についてはカボタージュと参入規制及び価格規制を堅持しており、航空に関してこ

れらの条項が適用される方向性は全く見えず、ＥＣ委員会も大きな動きを 30 年間行うことができ

なかった。 

この流れを大きく変えたのが、1986 年Case 13/83,European Parliament vs EC Council 事件

（ECR 1513)におけるEC 裁判所判決（1986 年）である。この事件は、EC 議会が行った交通政策

全般に対する見直しに基づく EC 共通交通市場の形成への提言を、EC 委員会が無視し、ローマ条

約に反して必要な自由化政策を推進していないと、EC 議会が EC 委員会を訴えたものである。こ
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の判決の中で、EC 裁判所は、ローマ条約で規定される共通市場の創出に際し、EC 委員会が有する

裁量権は共通交通市場の創出に係る目標の設定とこれに関する手段に限られ、共通市場を作り出す

か否かとその時期についての裁量権はなく、加盟各国の政治的、経済的及び技術上の相違はこの条

約上の義務をEU 委員会が履行しないことの理由とはならないと判示した。その上で、航空市場に

ついてもこの例外ではなく、EC 委員会および加盟国政府は、ローマ条約第 88 条及び第 89 条に基

づき、速やかにEC航空共通市場の統一へ向け自主的に行動を行わなければならないと判示した１４。 

この EＣ裁判所の判決を受け、EC 委員会は EC 航空市場統合へ向けて動き出した。1987 年 12

月採択のパッケージⅠ以降、ＥＵ域内の国際国内航空は輸送力制約、運賃設定等の規制が段階的に

緩和され、1993 年１月から実施されたパッケージⅢ航空政策によりＥＵの航空市場の統一が達成さ

れた。 

（２）EU 域内航空自由化の歩み 

 EU 域内航空市場統合の動きはパッケージⅠ（1987 年 12 月採択、1988 年 1 月発効）、パッケー

ジⅡ（1990 年６月採択、1990 年 11 月発効）、パッケージⅢ（1992 年６月採択、1993 年 1 月発効）

の 3 段階で進められた。以下、各パッケージにおける航空市場統合への歩みを輸送力、市場参入、

輸送力、運賃規制の各項目毎に検証する１５。 

① 輸送力設定１６ 

パッケージⅠでは、まず、EU 域内での国際航空輸送について当該国が相手国に対して第 3～５

の自由について一定の輸送割合においてこれを認める義務を課した。第 3 及び第 4 の自由について

は、相手国の航空企業の輸送力のシェアが 55％（1989 年 10 月以降 60％）を下回る場合には、こ

の比率に達するまで相手国航空企業の増便を承認する義務があることとした。また、第 5 の自由を

行使したい加盟国がある場合には、相手国は第 3 又は第 4 の自由に基づく輸送力の 30％までこれを

承認する義務があることとした。 

パッケージⅡにおいては、第 3 及び第 4 の自由について当該国の航空企業の対前年輸送シェアか

ら 7.5％にあたる増便を認めること、また、この枠に関らず、相手国の航空企業の輸送力のシェア

が 60％に達するまでは増便を認めることとされた。また、第 5 の自由に基づく輸送力は 30％から

50％に拡大された。 

域内航空市場統合の最終段階であるパッケージⅢにおいては、二国間輸送に対する制限が撤廃さ

れ、EU 加盟各国に対する第 5 の自由による輸送は完全に自由化された。また、パッケージⅡまで

全く触れられていなかったカボタージュについて 1997 年 5 月以降完全自由化された。なお、同年

4 月までは暫定措置として、自国発着便に接続した他国国内区間運航は輸送力の 50％までとするこ

とができるとされた。 

以上のような段階的自由化の過程及び完全自由化後における加盟各国間に生じた紛争の解決のた
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め、EU 委員会に紛争解決のための裁定権限を与えた。 

② 市場参入１７ 

パッケージⅠでは、航空会社の国際路線参入に関する規制について、域内特定２国間の主要空港

間及び主要空港と地方空間の一定の需要のある路線への参入を自動認可１８とした。また、年間 25

万人以上の需要のある路線については複数社の参入が可能（1989 年には年間輸送量 20 万人以上又

は 1200 便以上の路線、1990 年には年間輸送量 18 万人以下又は 1000 便以上へと順次緩和）とさ

れた。 

パッケージⅡでは、域内の国際線に開放されている空港間の一定の需要のある国際線への参入は

自動認可へと緩和された。また、複数者参入可能路線はさらに拡大され、1991 年からは年間輸送量

14 万人以上又は 800 便以上、1992 年からは年間輸送量 10 万人以上又 600 便以上へと規制が緩和

された。 

 最終段階であるパッケージⅢでは、EU 加盟国の国籍差別が撤廃され、域内共通運航免許（EC

免許、後に説明）が設定された。これにより EU 加盟国一国から出された免許で、EU 域内全域で

の自由な航空企業の活動及び運航が可能となった。 

③ 運賃１９ 

 EU 域内における国際航空運賃については、パッケージⅠ、パッケージⅡの間は Double  

Approval 方式が原則維持された。ただし、ゾーン運賃制が採用され、パッケージⅠでは基準運賃の

90％～45％のゾーン、パッケージⅡでは基準運賃の 105％～30％のゾーンについて自動認可とした。

さらに、105％を超える運賃についてはDouble Disapproval 方式２０が取られた。 

パッケージⅢにおいては定期旅客、チャーター、貨物に関する全ての運賃が自由化された。ただ

し、企業コストに比して過度に高額な運賃又は市場略奪的とみられる過度に低額な運賃については

加盟各国政府又はＥＵ委員会が介入してこれを差し止めることができる Safeguard 条項が付され

ている。 

④ 国籍規制及び安全規制 

EU 加盟国の航空機の登録は EU 加盟国の法制度に委ねられているが、Council Regulation 

(EEC)NO2407/92 に基づいて、EU 外との国との国籍を区別するため以下の４要件を求め、これを

満たしていれば、EU 加盟国による免許によりEU 域内免許を有することとなっている２１。 

・ 主たる事業地域・本店が加盟国内に存在すること。 

・ 航空運送が主たる事業であること。 

・ 加盟国又は加盟国国民が過半数を所有していること。 

・ 加盟国又は加盟国国民によって実効的に支配されていること。 

また、安全規制については、当初、加盟国の航空会社に対する安全規制がシカゴ条約に基づく
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ICAO の基準に準拠していることを前提として、国籍国の基準に合致していればＥＵ域内における

安全規制に合致するものと認定していた。その後、2002 年に EU 内における航空機安全規制を調

和させる目的でEU 委員会の下部組織としてEuropean Aviation Safety Agency が設立され、EU

委員会による安全規制に関する立法を補助するとともに、安全規制に関する統一性の実現のため、

加盟各国に対する指導を行っている２２。 

（３）パッケージⅢ後のEU 統合航空市場の評価 

パッケージⅢ後の航空市場統合は、二つの点で、後に述べる米国のオープンスカイ政策よりもよ

り自由化の促進を図った内容と評価することができると考える。第一に、二国間だけでなく地域全

体の航空を域内各国に対して全面的に開放するという多国間協定であり、加盟国航空会社に対して

全面的にカボタージュを解禁したことである。第二に、オープンスカイ協定は航空会社の国籍ルー

ルを従来の二国間協定方式と同様のものとすることが多いのに対し２３、パッケージⅢ後のEU 航空

統合市場は、加盟国国民等に対しては株式の過半数を所有することを認め、航空会社の国籍規制に

大きな変化を与えている。この結果、ＥＵの加盟国の国民又は加盟国の全ての会社は、EU 内であ

れば自国以外の国であっても航空会社を設立し、航空機を運航する権利及び航空会社を獲得するこ

とが可能となった。これによって、英国航空はドイツ BA を所有し運航することができ、KLM は

以前エア UK として知られていた英国の航空会社を購入し、運航することができるようになった。

このようなＥＵ域内自由化の競争促進的性格は、主としてロー・コスト・キャリアが急増し、これ

らの参入路線において既存の航空企業も運賃競争にさらされている状況に現れている。 

こうした従来の国家主権を基礎とした民間航空体制とはまったく異なる統合航空市場が、比較的

短期間で円滑に形成され、運営されていることは、EU 裁判所及び EU 委員会の裁定機能の果たし

てきた、また、果たしている役割が大きいと考える。先に述べたとおり、EU における航空自由化

の推進がローマ条約上の義務であるとの判断し、それまで全く進んでいなかった航空市場統合を開

始する契機となったのは EC 裁判所の判決である。また、EU 委員会も主として航空市場統合後そ

の裁定機能を十分に発揮している。 例えば、TAT ヨーロッパ航空に対するオルリー―ガトウリッ

ク路線のフランス政府不許可に関する 1994 年 4 月 27 日EU 委員会決定においては、フランス航空

企業のとの間の差別をもたらすこととなるため、「フランス政府の共同体域内に航空企業による・・・

運輸権の行使を拒否し続けることはできない。」と決定した。こうした、EU 委員会の裁定権限は、

公平な競争基盤のEU 域内における確立に大きな機能を果たしているといえる２４。 

一方、国籍規制についてはEU 加盟国登録航空会社であれば自由であるが、航空企業へのEU 外

の国籍を有する者の資本参加が規制されており、EU 加盟国籍を有する者が 50％以上の資本を有し

ていることの他、EU 加盟国に所在する企業であっても、その実質的支配権が EU 加盟国以外の国

籍を有する者である場合には、これを排除しなければEU加盟国登録航空会社として認められない。
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このようにEU の国籍規制はEU 外の国に対しては二国間協定方式と同様、排他性の強いものとな

っている２５。 

なお、EU の域内航空市場の統一と域外各国との国際航空関係については、EU 委員会が各国に

代わって航空交渉を一元して行う方法を採用したが、この点については５．において詳述する。 

 

２．オーストラリア・ニュージーランド間の国際航空市場統合のプロセスと自由化後の規制の検証 

（１）経緯２６ 

 オーストラリア・ニュージーランド航空市場統合構想は、1990 年の Australia New Zealand 

Closer Economic Relations Trade Agreement（CERTA）見直しの際にはじめて提起された。オー

ストラリア・ニュージーランド両国は統一した自由経済圏を構成するため、1983 年に CERTA を

締結し、まず貿易障壁の撤廃のための関税の廃止等の措置をとっていた。この両国の経済統一及び

域内自由化の動きは、1988 年の CERTA の見直しに際してサービス部門における障壁撤廃の議論

へと進んだ。このCERTA 見直しの際には両国航空分野の統合、自由化は直接には盛り込まれなか

ったが、1988 年見直しに際して両国間で締結された Trade Agreement on Acceleration of Free 

Trade,Art22 において、1990 年までに開始されるCERTA 次期見直しに際して、他のサービス部門

の自由化と並んで航空市場統合を議論することとなった。この見直しの結果、1992 年国際航空の分

野について両国間で the Memorandum of Understanding of 1992（以下「MOU1992」という。）

が締結された。 

 オーストラリア・ニュージーランド間の航空協定は 1961 年に締結されたが、この協定はシカゴ

条約及び二国間協定方式に依拠するものであった。航空会社の国籍は両国政府の規制に従い、運航

に従事する航空会社及び路線並びに供給量は両国政府の交渉により決定することとなっており、両

国が指定する国際航空会社は 1 社ずつに限られていた。また、運賃も両国政府の認可を要する

Double  Approval 方式を採用していた２７。これに対して、以下に述べるように、MOU1992 は、

基本的な枠組みは従来の両国間航空協定の形式に拠っていたが、将来の両国間の航空市場統合への

ファーストステップと位置付けられる内容であった。 

 まず、両国間の国際航空路線を運航する航空会社の両国間の指定は 1 社に限られないこととなっ

た。1992 年MOU1992 発効直後対象となったのは 3 都市間相互を結ぶ路線に限定されていたが、

順次対象は拡大され、1994 年には両国間のどの都市相互間の運航であっても複数の航空会社が運航

できることとなった。また、運賃については両国政府の許可は必要とする原則はとったものの、不

許可の対象と運賃は市場略奪的運賃又は不当な差別的運賃といった両国航空市場の健全な競争を阻

害する運賃に限られ、Double Disapproval 方式への転換がなされた。 

以上のような両国のみに関する事項の航空規制緩和の一方で、オーストラリア・ニュージーラン
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ド以外の第三国が関係する問題については自由化が見送られた。両国間相互のカボタージュ解禁に

ついては、シカゴ条約第 7 条に抵触するおそれ２８があるため見送られた。また、第 5 の自由の取り

扱いについては枠組みの変更は行わず、相互に以遠権を有する国を拡大することにより両国の航空

における関係強化を図った２９。 

 しかし、MOU1992 の後、オーストラリア・ニュージーランドの間の航空自由化の動きは停滞す

る。MOU1992 に定められた措置が完了する 1994 年 11 月 1 日以前に、オーストラリア政府はニュ

ージーランド政府に対し、MOU1992 で両国が合意した、航空市場統合の更なる促進、特にカボタ

ージュ解禁及び以遠権の拡大の促進についての合意の破棄を通告してきた。こうしたオーストラリ

アの行動は以下の理由による。まず、オーストラリア政府は、地理的条件及び両国の人口差に鑑み、

MOU1992によってニュージーランドの航空会社がオーストラリアの航空会社よりもより多くの利

益を受け、MOU1992 で合意された航空市場統合の更なる促進によりこの利益の差はさらに拡大す

ると予測し、このことがオーストラリア国民に受け入れられないと判断した。第 2 に、オーストラ

リア政府はMOU1992 以降の航空市場統合へ向けた動きを、当時オーストラリアの国際航空路線を

独占運航していた国営のカンタス航空の民間化を実施した上で、実施することを計画していた。し

かし、この時点においてカンタス航空の民営化が進捗せず、オーストラリア政府としては航空市場

統合を実施する準備が整っていないと判断した。第 3 に、当時アンセット航空３０を所有していた

News Corporation が同航空の売却を模索しており、両国による航空市場統合は、自由化の進行に

よるアンセット航空の売却価格の低下という形で大きな影響を及ぼすと考えられた。 

 以上のオーストラリア政府の一方的申し入れに対してニュージーランド政府は当然反発し、以後

2 年間両国間の市場統合については何らの動きもなかった。 

（２）オーストラリア・ニュージーランド航空市場統合の実施３１ 

 両国間の航空市場統合は 1996 年になりようやく本格的に動き出した。それまでにカンタス航空

の民営化は完了しており、また、アンセット航空売却問題もニュージーランド航空が資本参加する

方向で決着がつきつつあった。特に後者については、オーストラリアにとって外国籍航空会社によ

るオーストラリア国籍の航空会社所有であり、国籍規制上ニュージーランドと他の国を区別する必

要があることから、両国間の航空市場統合を実施する方が望ましい状況となっていた。 

このような動きを背景として、1996 年に両国はSingle Aviation Market Agreement を締結し、

以後、航空市場統合の内容についての協議を進め、2002年The Australia－New  Zealand bilateral 

Air Service Agreement（SAMANZ）が締結された（2003 年発効）。 

（３）オーストラリア・ニュージーランド航空市場統合の内容 

 航空市場統合により、航空規制は国籍規制、カボタージュ禁止、運賃規制とも大幅に緩和乃至廃

止された。 
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① 国籍規制 

両国の航空会社の国籍規制は、両国間に関する限り両国を 1 国とみなす規制となった。両国の航

空会社は 

・少なくとも 50％以上の会社所有権と取締役会に対する十分な支配をオーストラリア国民又はニュ

ージーランド国民が有していること。 

・取締役会のメンバーのうち、少なくとも２／３がオーストラリア国民又はニュージーランド国民

であること。 

・取締役会の代表がオーストラリア国民又はニュージーランド国民であること。 

・航空会社本社の所在地がオーストラリア又はニュージーランドにあること。 

・航空会社による運航管理の拠点がオーストラリア又はニュージーランドにあること。 

以上により、例えば、ニュージーランド国民がオーストラリア国籍の航空会社の実効的支配権を

有するとともに、会社の代表権をもち、かつ、その航空会社がニュージーランドに本社を置くこと

が可能となった。 

② カボタージュの解禁等参入規制の緩和 

 両国政府は航空市場参入に際して航空会社を指名する。これは安全規制を担保するためのもので

あり、指名する航空会社の数は両国政府において規制することはできず、経済的参入規制としての

性格を有しない。また、両国のどちらかの国籍を有する航空会社に対しては、両国の国内線に参入

する自由を認め、両国間においてはカボタージュを解禁した。さらに、ある路線に参入する航空会

社の数は制限がないこととなった３２。 

③ 運賃規制の廃止 

両国間の航空会社に対しては政府による一切の運賃認可がなくなった。ニュージーランドは 1983

年から運賃規制を廃止していたが、オーストラリアは依然として運賃規制を行っていた。しかし、

両国の航空市場統合により両国とも運賃規制を廃止した３３。 

④ 安全規制 

 安全規制については、両国の安全規制が ICAO の基準に準拠していることを前提に、各国籍国の

安全規制に合致していれば可とした。ただし、当時国のうち一方が、航空会社の安全性に重要な疑

念を抱いた場合には相手国へこれを通知し、両国間で協議を行うこととしている。また、緊急の必

要性があれば、当事国は当該航空機の乗り入れを停止することができることとされた。 

 

３．両航空統合市場において残された課題 

  以上のように、地域での航空市場統合は実現したが、これまでの二国間協定方式による制度と大き

く異なる制度であるため、法及び制度的な観点から以下のような問題点が指摘されている。 
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（１）航空統合市場と他国との関係３４ 

 航空市場が統合された場合、その参加国は統合市場内部において自由な路線設定が許されるが、

統合市場の参加国であっても、他の参加国から第三国に対して輸送を行う場合には、この参加国か

ら第 5 の自由の承認を得る必要がある。ところが、２つの市場統合参加国に対して路線設定権を有

する第三国の航空会社は当事国のどちらかから第 5 の自由の承認の得た場合には、航空統合市場の

複数の拠点と本国とを結ぶ三角輸送が可能となる。特に、MOU1992 以降相互に第 5 の自由の拡大

を図ってきたオーストラリア・ニュージーランドの場合、この問題による影響は大きいと言える。 

 例を挙げると、日本航空がシドニーとオークランドに輸送権を有し、かつ、オーストラリア又は

ニュージーランドのどちらかから第 5 の自由の承認を受けている場合、日本航空は東京－シドニー

－オークランドの三角輸送を実施することが可能となる。これに対して、カンタス航空はニュージ

ーランド－東京間の第５の自由をニュージーランド政府から得ない限り、以上のような三角輸送を

実施することは不可能である。こうしたケースは、航空市場統合の結果、第三国企業が利益を享受

する一方、市場統合国企業が不利益を被る場合であり、航空市場統合の意味を減じる可能性がある。 

（２）シカゴ条約第 7 条への抵触の可能性３５ 

 シカゴ条約第7条においては、いわゆるカボタージュ禁止を各国が実施する権限を認めているが、

これには「他の国又は他の国の航空企業に対して排他的な基礎の上にそのような特権を特に与える

取極めをしないこと及び他の国からそのような排他的な特権を獲得しないこと」との条件が付され

ている。もし、カボタージュを他の 1 国に認めるか、他の国で実施する権利を得た場合には、他の

どの国に対しても、カボタージュを解禁する必要があると解する余地がある。 

 この点について、EU、オーストラリア・ニュージーランドとも、統合航空市場を形成したため、

１つの国と扱える航空市場が登場したのであり、第 7 条後段の適用については１つの国と同様に取

り扱われると考えている３６。しかし、第 7 条のこのような解釈は、ICAO において確認されたわけ

ではなく、シカゴ条約加盟国において一般的な解釈であるとして通用しているものでもない。ただ、

米国をはじめとする各国が問題提起していないだけというのが実情である３７。実際、第 7 条後段の

文言を見る限り、統合航空市場に適用がないとは言い切れず、今後、地域レベルでの航空市場統合

が進展すると、この点についての問題がクローズアップされてくる可能性がある。 

 一方、第 7 条後段は最恵国待遇を与える権利を当該国に与えたものと解する説もあり、最悪国待

遇を与えなければならないとする説を採ったとしても、域外国からカボタージュの権利を請求され

た場合にこれを認めればすむとの考え方もある３８。しかし、最恵国待遇説が国際的に通説とは言い

難く、問題がすべて決着しているとは言い難い。 

（３）航空自由化と独占禁止法の一般理論の解釈の相違３９ 

 航空市場統合は、市場統合をした後、参加国政府が航空に関する事業規制を緩和、撤廃し、自由
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に競争させることにより、経済全体の活性化、消費者利益の増進を図ることを主たる目的とする。

この目的を達成するためには、公正かつ公平な競争条件の確保が必要不可欠であり、独占禁止法体

系の果たすべき役割は非常に大きい。しかし、その一方で、独占禁止法は全産業分野を規律してお

り、航空分野のみを対象としているものではなく、各国において産業全般の競争性を確保する観点

から条文の解釈がなされる。このような状況においては、独占禁止法体系の解釈及び適用が各国に

おいて食い違いが生じる可能性がある。 

 以上の問題は国家主権の一部すら統合し、最適機関として役割を果たす EU 委員会、EU 裁判所

を有するEU よりも、二国間合意で航空市場統合を果たしたオーストラリア・ニュージーランドに

おいて問題が大きくなる可能性がある。こうした解釈の食い違いに対する意見調整は両国が協議し

て解決を図ることとしているが、この調整がうまくいかなかった場合どのような方策をとるのかは

未知数である。 

 

４．米国のオープンスカイ政策 

以上のような一定地域における航空市場統合方式による航空自由化に対して、米国は 1995 年４

月の国際航空輸送に関するステートメントを発表し、以降、このステートメントに基づいて、国際

航空におけるオープンスカイ政策を推進している。このステートメントにおいては 

① 経済的または戦略的に正当化される場合には、国家又は国家集団に対して自由協定を提案する。 

② 自由化に消極的な諸国に対しては、当該国の航空企業の米国市場へのアクセスの制限や米国企

業との商業的関係の制限等の圧力をかけることができる。 

③ 米国航空企業が、国際協定の下で規定されていない制限された二国間市場での運航を求める場

合には、消費者への運賃とサービスの多様性の増加、アクセスの向上、米国航空企業および従

業員への好影響、市場制限の撤廃と自由化の達成、といった政策目標に照らしてケース・バイ・

ケースに判断する。相手国が二国間協定において米国が有する既存の権利を尊重せず、または

米国企業を差別する場合には、米国の権利および航空企業の利益を守るため断固たる行動をと

る。 

④ 米国の目的の達成のため、二国間協定システムに替わるものを考案しなければならない。 

としている。 

このオープンスカイ政策は、各国との個別交渉を前提としている点で自由化の形式を従来の二国

間協定方式の形式を踏襲しているが、その内容において輸送力条項の自由化弾力化や以遠権等第 5

以下の自由を自由化するものである４０。米国は 1995 年以降航空交渉において積極的にオープンス

カイ協定締結を各国に求めており、現在、米国とオープンスカイ協定を締結した国は 2006 年 4 月

現在 75 国に及ぶ。 
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米国は、オープンスカイ政策を実施した場合の相手国にとってのメリットとして相手国の消費者

の利益を掲げているが、米国が、自国の広大な国内航空市場とそこでの競争を背景として体力を強

めた米国メガキャリアに有利な国際航空の分野においてのみ、自由化を推進しようとするものであ

る捉えることもできる。現に、ステートメントにおいては米国の求める自由化に応じない諸国に対

して圧力をかけることを宣言する一方、米国航空企業が参入を希望する場合には二国間交渉を進め

る旨を宣言しており、かなり米国メガキャリアに都合のよい内容であると考える４１。また、こうし

たメガキャリアの活動を支える米国国内市場のカボタージュについては解禁していない４２。 

こうした米国のオープンスカイ協定の多くは従来の二国間協定の形式を維持しているが、2001

年、米国、ブルネイ、チリ、ニュージーランド及びシンガポールの間で締結された Multilateral 

Agreement  on the Liberalization Air Transport（MALEITA 多国間国際航空運送協定）は、オ

ープンスカイ協定としてははじめての複数国間でのオープンスカイ協定である。また、従来の二国

間協定（オープンスカイ協定を含む。）が指定する航空会社の国籍要件として、 

（ⅰ）航空会社の所有権が当該国の国籍を有する者の一定以上の割合を必要する実質的所有要件 

（ⅱ）取締役会の支配等航空会社の運営の実質的な支配権を必要とする実効的支配要件 

の 2 点を必要としていたのに対して、本協定においては航空会社の所有に関する規制について実効

的支配要件だけとした点が注目される。また、貨物専用便についてはカボタージュ区間の路線まで

承認することを視野に入れるとともに、協定議定書では、更に自由化を希望する当事国は当該議定

書に参加することにより、旅客及び旅客と貨物混載の便が第７の自由区間とカボタージュ路線にお

いて国際航空を運航できる自由を与え合うことができるとしている４３４４。 

 

５．航空市場統合とオープンスカイ政策 －米・EU 包括国際航空協定－４５ 

EU の航空市場統合は、EU 域内における航空市場の統合と航空競争促進を図ったが、EU の域外

と EU 各国の国際航空路線についてはパッケージⅢにおいても何らの措置もなされていなかった。

このため、EU 加盟各国は EU 域外国との国際航空路線については、従来の二国間協定方式により

国際路線の設定を行った。1992 年の EU 発足後に限ってみても二国間協定を米国との間で締結し

た国は８カ国に及ぶ。 

このような状況に対して、EU 裁判所は 2002 年 11 月、いわゆる「オープンスカイ判決」４６を判

示した。当該判決において EU 裁判所は、1992 年の EU 発足後加盟各国が個別に米国との間で締

結した二国間協定やオープンスカイ協定は自国のナショナルフラッグキャリアのみに有利に働くも

のであり、EU の精神に反し違法、と判示した。この判決においては、EU 航空市場統合の趣旨に

鑑みると、EU 域内からであれば第三国への国際輸送に関して加盟国のどの空港からでも輸送を行

えることとすべきであるにも関わらず、当該国以外からの国際輸送が認められていないことは違法
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であり、従来からの二国間協定方式に基づいて締結された協定において交渉当事国のみの国籍条項

が定められていることはこのような結果をもたらし、EU 基本条約の「営業の自由」条項に違反す

ると判示した。また、以上の違法状態を解決するために、EU 当局こそが EU 全体を代表してこう

した国際協定を締結する権限を有するとも判示した。EU 裁判所はこの他にも域外国との間で締結

される航空協定において、コンピューター・リザベイション・システム（以下「ＣＲＳ」という。）、

航空運賃、発着枠についてもEU 各国が平等に取り扱われるようにすべきだと判示した。 

この判決を受け、EU 議会は 2003 年６月 EU 法を制定し、第三国との航空協定の改定交渉権限

をEU委員会に与えるとともに、2004年４月に加盟国と第三国との航空協定交渉に関する規則４７を

採択した。その後、EU 委員会はこの EU 法と従来の二国間航空協定の整合性を確保するため、約

60 カ国と約 400 の航空協定を改定した。EU は、今後日本に対してもこの方式による航空協定の改

定を求める方針である。 

米国の側には、当初、このようなEU 側の姿勢を疑問視する考え、特にEU の国際航空枠組みに

おける位置付けとシカゴ条約との関係を疑問視する考えもあった。しかし、結局はロンドンヒース

ロー空港の発着枠を一部米国に渡すことをEU 側が認めたこと等から、EU・米国との間で 2005 年

11 月にＥＵ・米航空協定の基本合意がなされ、EU 各国に関する国籍条項の撤廃、米国とＥＵとの

間での航空運賃、発着枠、ＣＲＳ、市場アクセス、競争規則の効果的適用、保安と安全に関する条

項を含めた包括的国際航空協定に暫定合意した４８。しかし、この包括航空協定の暫定合意に際して、

EU 側は米国航空企業への EU 資本参加要件の緩和を強く要求し、米国代表団は一旦これを本国に

持ち帰った。米国運輸省はこの件を米航空法の運用変更により対応することを米国議会に提案して

いたが、米国航空企業等の反対により議会の承認を得られなかった。さらに 2006 年 11 月の米国中

間選挙により、緩和反対の議員の多い民主党が大勝した結果、国籍規制に関する運用緩和の議会承

認を得ることは非常に困難になり、米国運輸省は 2006 年 12 月 5 日米航空会社の国籍規制緩和を見

送ることを表明した。EU 側は以前よりこのような米国の動きに反発しており、EU の側からEU・

米国間の暫定合意を破棄する可能性もある４９。 

 

Ⅳ ミクロ経済学の観点からの東アジア圏航空自由化への提言 

 

１．ミクロ経済学の観点からの東アジア圏航空自由化提言の内容 

 以上のような、世界的な国際航空自由化の動きを踏まえて、ミクロ経済学からは東アジア圏諸国

における国際航空市場の統合による自由化が提言されている。この提言において、オープンスカイ

方式にととどまることなく、航空市場統合方式が提言されているのは以下の２つの理由による５０。 
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（１）東アジア圏諸国の経済関係の親密化 

東アジア圏諸国間の経済的な相互依存は急速に進化してきており、今後ともその度合いを深めて

いくことが予想される。また、中国の経済発展の進行に鑑みると、中国の国際、国内の両航空市場

は現在まだ発展途上にあり、市場の潜在的需要は計り知れないものがあると考える。このような東

アジア圏諸国の航空市場の魅力を経済学的観点から最大限引き出そうとすれば、東アジア圏諸国が

航空市場を統合し、その統一した市場において、国際、国内の区別なく完全な自由競争市場を形成

することが理想的である。 

（２）東アジア圏諸国とアメリカ、EU の航空市場等との地理的範囲の類似性 

 東アジア圏諸国の国際航空便は運航時間が 1 時間半から 3 時間程度の路線が多く、日本及び中国

の国内線とそれほどの差異はない。このような運航形態に鑑みると市場競争により社会的余剰を最

大化する観点からは、域内航空において国際線と国内線を区別する実益は乏しい。むしろ、東アジ

ア圏域内においては国際、国内の区別を撤廃し、自由な競争に委ねる方が各国における社会的便益

を増加させる。また、東アジア圏諸国域内の航空路線の範囲はアメリカ合衆国国内線、ＥＵ域内の

航空路線、オーストラリア・ニュージーランド統合航空市場内と概ね同範囲にあり、こうした地域

においては、その域内において国際航空、国内航空の区別なく航空企業間の競争を推進するととも

に、人的、技術的なリソースの共有化を図ることにより、ロー・コスト・キャリアの登場促進、既

存航空会社の経営効率化を推進しており、東アジア圏諸国の航空ネットワークの形成においても、

以上の地域と同様の方向性の政策を採用すべきである。 

 

 ２．シカゴ条約・二国間協定体制の見直しについて 

 以上のような、地域的な市場統合方式、二国間協定形式を基礎としたオープンスカイ政策のよう

な個別的な対応ではなく、そもそもシカゴ条約、二国間協定方式を根本的に見直し、全世界的規模

で国際航空、国内航空を大幅に自由化すべきであるとの考え方もある。全世界的な経済のグローバ

ル化、自由化の流れの中、消費者の利益増進を図るためには、この方策が採用できるのであればそ

の方が望ましいとも考える。 

しかし、シカゴ条約体制成立の経緯、現実の国際航空の世界において各国が自国にできる限り有

利な状況を作り出そうとしている現状、全世界的に見た場合の各国航空企業の安全確保、経営等に

関する能力の違い等に鑑みると、全世界的な航空ルールの統一は困難を極めると考える。現に ICAO

では、1994 年の第 4 回世界航空運送会議において、従来のシカゴ条約・二国間協定方式を見直し、

大幅な自由化を図る提案が事務局からなされたが、各国のコンセンサスを得ることができなかった

５１。また、2003 年の第 5 回世界航空運送会議においても、全面的な自由化を重要な選択肢の一つ

としつつも、伝統的二国間協定方式を否定するまでには到らなかった５２５３。 
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 以上のような世界の民間航空を巡る現実の状況に鑑みれば、まず、国際航空自由化の第一歩とし

て地理的、技術的、経営的要件の類似する地域において航空市場の統合を進めていくことも一つの

意義を有すると考える。 

 

Ⅴ 東アジア圏諸国の航空市場統合を実施する場合の制度的課題 

 
 ミクロ経済学的に見た場合、市場統合による社会的便益の増加は大きく、関係国に対して大きな

メリットを与えるものとされる。しかし、異なる国家間での航空市場統合は各国によって異なる航

空事業規制システム、航空運用システム等の法システム、制度システムを調整の上統一することを

意味し、EU やオーストラリア・ニュージーランドの例に見られるように、多くの場合、参加国の

法その他の制度の大きな転換を必要とする。このため、既存の法システムを一から見直し、関係各

国が合意できるものであり、かつ、実際の運用が無理なく実施できるシステムを構築する必要があ

る。 

EU、オーストラリア・ニュージーランドの航空市場統合はこのような難問を解決してきた具体

例である。しかし、両ケースとも域内経済統合の一環として、国際航空市場の統合が推進されたも

のであり、航空分野と多大な関係を有する通貨体制その他の経済流通体制、独占禁止法体系その他

の自由化市場の秩序維持に関する体制の統一が航空市場統合より大きな次元で進められてきた。ま

た、両地域とも自由主義、市場経済を前提とする政治経済体制をとっており、文化的にも共通項の

多い国々が統一を図ったものである。このような点は両地域の域内航空市場統合に際して大きなア

ドバンテージであった。東アジア圏諸国の場合、日本と韓国は自由主義、市場経済を前提とする政

治経済体制であるが、中国は自由化が進んでいるとはいえ、日本・韓国と同様の自由主義体制、市

場経済を確立しているとは言い切れない。このような EU、オーストラリア・ニュージーランドと

は異なる政治・経済・文化的条件を踏まえつつ航空市場統合を進める場合、制度設計そのものを相

当厳格なものとする必要がある。さらに、Ⅲ ３．で述べたように、EU 及びオーストラリア・ニ

ュージーランド航空市場統合に対して提起されている課題もあり、これらの解決を図っていく必要

もある。 

以上のような航空市場統合に関する問題点を全て洗い出し、これらに対する解決策を全て提示す

ることを本リサーチペーパーで図ることは困難である５４が、可能な限り、ＥＵ、オーストラリア・

ニュージーランド航空市場統合のケースから見て浮き上がってくる東アジア圏諸国の航空市場統合

へ向けた法的、制度的問題点とその解決方策について、以下検証することとする。 
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1．シカゴ条約第７条への対応 

 先にも述べたように一地域内の航空市場統合を理由として、統合市場加盟国に対してのみカボタ

ージュを解禁できるか否かについては、シカゴ条約第７条との関係で疑問視する考え方がある。こ

の問題はＥU、オーストラリア・ニュージーランド航空市場統合の実現によって世界的に解決済み

の問題とは言い難く、東アジア圏航空市場統合についても問題となる。 

 EU の航空市場統合の場合、経済全般に及ぶ統合は言うに及ばず、政治面においても従来の主権

国家の概念を超えた統合を果たしている。この点において、EU 域内のカボタージュ廃止について

米国その他の各国も止むを得ないとしたものであると考える。また、オーストラリア・ニュージー

ランド航空市場統合については、両国の経済的な結びつきが以前より強固だったことに加え、他国

乗り入れへの関心の非常に強い米国にとって、遠い存在であり、特に問題視しなかったものと考え

る。 

 これに対して、東アジア圏諸国の航空市場に対しては米国は大きな関心を寄せている一方、現在

のところ東アジア圏諸国が航空の分野以外で経済的、政治的統合を果たそうという動きはほとんど

ない。このような状況の中で東アジア圏航空市場統合を推進しようとした場合、米国がシカゴ条約

第７条違反を主張し、自国企業へのカボタージュ解禁を主張する可能性は十分にあると考える。こ

の場合において東アジア圏諸国はこれへの対応に苦慮する可能性が大きい。 

 

２．航空会社の国籍規制と安全 

 シカゴ条約下における国際航空システムは、輸送力設定、運賃設定、安全規制とも航空会社の有

する国籍に従って規制を受けることとなっており、航空会社の国籍はこれに対する規制に関連して

非常に重要な要素となっている。従来の航空会社の国籍に関する規制については、各国とも個人の

場合当該国の国籍を有する者、会社形式の場合にはその国籍を有する者が実効的な会社支配権を有

することを条件としてきた５５。東アジア圏諸国で国際航空市場を統合した場合、こうした各種規制

と関係して、航空会社の国籍をどのように取り扱うかが非常に重要な要素となる。 

EU 航空市場統合、オーストラリア・ニュージーランド航空市場統合に際しては、この問題の前

提として、航空輸送に関し一つの地域を一国と同様に看做し、参加国の国籍を有する個人又は参加

国の国籍を有している者が実効的支配を有している会社がその航空会社を支配している場合には、

参加各国の航空会社に関する国籍を有することができることとし、解決を図った。東アジア圏諸国

の航空市場を統合する場合においても、航空会社の国籍規制について三国間の国籍に関して無差別

の取扱いを行うことが必要であり、かつ、これにより解決を図りうる５６５７。 

以上の一国と同様の取り扱いを受ける統合された地域における航空会社に対する規制は統一され

ていることが望ましい。参入規制、運賃規制は原則として自由化し、後に論じる独占禁止法体系の
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規制に服することがミクロ経済学の提案する航空市場自由化の目的からしても合目的である。一方、

航空産業をはじめとする運輸産業は高速で人命５８をあずかって輸送する産業の性格上、安全をゆる

がせにすることは許されず、安全規制の担う役割は非常に大きい。特に航空市場統合の目的は競争

の強化による社会的便益の向上を目的とし、消費者のメリットとしては、運賃の低下、サービスの

向上が掲げられている。しかし、2005 年５月のＪＲ西日本宝塚線脱線事故では、競争の激化により、

企業が輸送量を確保するためのサービス向上策の強化を進め運行現場ヘの加重がかかる一方、安全

に関する投資が遅滞し、これらの要因が重複した結果、大惨事へつながった可能性も指摘されてい

る５９６０。以上に鑑みると、運輸産業において競争を促進する際には安全規制の強化は必要不可欠な

ものではないかとも考える。 

安全規制は航空運送事業の安全確保の重要性等の公共的性格及び市場参入条件の統一の観点から

統一することが望ましい。しかし、各国の安全規制は ICAO の基準に基づいてはいるものの、各国

個別に法規制を行っており、若干の相違が存在する。EU 及びオーストラリア・ニュージーランド

航空市場統合に際しては、参加国の安全規制が ICAO の基準に合致している場合には、相互に各国

基準に合致しているものと看做すとの方式を採用した。また、EU は航空企業の安全基準について

EU として統一した安全基準の作成を目指している。 

ICAO の基準に対応した航空安全規制の方式については、概観すると米国方式とEU 方式がある

が、日本は米国方式を主としつつ、必要に応じて EU 方式を取り入れる方式で規制を行っている。

韓国の安全規制はほぼ日本の規制を踏襲しており、また、中国においても現在日本の安全規制を取

り込む前提で制度設計がなされている６１。このため、東アジア圏諸国においても、規制の大枠につ

いてEU 及びオーストラリア・ニュージーランドと同様に ICAO の基準に合致すれば、参加国の安

全基準を満たすとみなすことも可能であると考える。 

しかし、安全規制については、基準そのものと同様に各航空会社の航空機、乗員、運航管理体制

等実際の運用が規制と合致しているかどうかのチェック体制の充実が不可欠であるとともに、規制

が法規である以上、適用に際してその解釈に幅が生じる可能性も否めない。東アジア圏諸国の航空

市場統一に際しては、このような安全規制の運用に関する統一が非常に重要である。 

外航海運の世界においては、実際に、条約上安全規制が世界的に統一されていても、事実上規制

にばらつきが生じる問題が発生している。外航海運自由の原則の下、便宜置籍船がほとんどとなっ

た外航海運については、船舶の構造上の安全規制は海上人命安全条約（SOLAS 条約）、船員の資格、

勤務条件等の規制は 1978 年の船員の訓練、資格証明および当直維持の基準に関する国際条約

（STCW 条約）及び ILO 関係諸条約６２のうち船員の労働条件に関するものが規制しているが、実

際に船籍を有する国の規制の内容そのものは各国の条約に合致していても、規制の実際の適用が先

進国と発展途上国で差があるのではないか、との疑問が労働組合等から問題提起されている６３。ま
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た、発展途上国のチェック体制が甘いために、先進国寄航時のポート・ステート・コントロールに

おいて不備が指摘され、出港禁止措置が取られる特定国がある等の問題が実際に発生している６４。 

東アジア圏航空市場統合で便宜置籍船誘致国ほどの問題が生じる可能性は低いとは考えるが、問

題はこと人命に関わる事項であり、また、法解釈、適用の習慣の相違が当然あることを考えると、

東アジア圏航空市場統合に際しては、三国間で安全規制の運用等を慎重にすり合わせていくことが

不可欠であると考える６５。 

 

３．航空企業の雇用流動化の問題 

現状において、EU、オーストラリア・ニュージーランドのようなカボタージュ解禁を含む完全

な航空市場統合を行った場合、現行の外国人雇用に関する規制（「第 9 次雇用対策基本計画」1999

年 8 月閣議決定）をそのまま維持しなければならない６６とすれば、人件費の面で大きなハンデを負

う日本航空企業は、中国国内市場、東アジア諸国間の国際航空路線での競争にも対抗することもで

きない上、日本国内航空市場も奪われ、市場からの撤退を余儀なくされることも想定される。ミク

ロ経済学的見地からすれば、この結果、東アジア圏諸国全体の社会的余剰が大きく向上すれば望ま

しい結果であり、また、日本においても運賃の低下、消費者余剰の増加が発生すれば、消費者にと

って望ましいこととして是認される。しかし、このことは日本の国富の中国、韓国への流出という

側面もあり、本当に日本の航空企業というものが消滅することが、日本国民の一般感情からいって

受け入れられるかどうか、やはり疑問がある。 

また、中国市場及び東アジア諸国圏内の国際航空路線への日本航空企業の進出に関しては、諸国

間での航空会社の出資規制が EU、オーストラリア・ニュージーランド統合市場のように三国間で

出資者の国籍を問わないこととすれば、日本航空企業が出資しロー・コスト・キャリアの設立し、

中国人又は韓国人を雇用することにより、市場進出し競争を展開すること可能であると考える。し

かし、日本の国内線についてカボタージュを解禁するとすれば、現在の日本航空企業はパイロット

の一部、客室乗務員及び地上社員について日本人の雇用を維持せざるを得ず、国内航空線市場で大

苦戦は免れない。また、中国、韓国設立の航空会社がそのまま日本の国内線市場に参入してくる場

合には同閣議決定による規制はかからないが、日本設立の子会社を設立して運営する場合には、同

閣議決定の規制に服することとなり、日本人の雇用が必要となる。 

このような現在の特殊技能者以外の外国人労働者の雇用制限については、EU、オーストラリア・

ニュージーランドのような完全な航空市場統合に際して、少なくとも航空分野についてのみでもこ

れを見直すことが必要となる６７６８６９。 

 

５．CIQ 体制の問題 
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 現行の日本の東アジア圏諸国国民その他外国人に対する入国については、米国その他の国と同様

に厳格な CIQ 管理７０を実施しており、CIQ 体制の整った空港に対してのみ国際路線の設定を認め

ている。しかし、航空市場統合の場合、国際航空の乗り入れ地点が自由化されることを意味し、東

アジア圏諸国間の国際航空路線が拡大するにつれ、東アジア圏諸国の国民の入国地点が増大するこ

とを意味する。 

 ＥＵ、オーストラリア・ニュージーランド航空市場統合の場合は、乗り入れ空港も各国において

自由であるが、これは両ケースとも経済全般の市場統合の一部として航空市場統合が進められたた

め、域内各国の国民の人的な流動性を高めることが全体の経済統合の中でそもそも求められており、

CIQ そのものを域内国民に対しては自由化したことにより可能となったものである。このため、国

際航空路線の設定自由化に対しては、域内国民のCIQ の相互免除を実現するか、乗り入れ希望があ

った場合には即座に CIQ 体制を整備する体制を整えるかのいずれかの方策を採用することが不可

欠となる。しかし、後者はCIQ 関係要員を急速に拡大した上で弾力的に人員配置等を行う必要があ

り、現在の日本の国家公務員の定員管理体制上不可能である。また、前者についても、不法就労問

題、治安問題等から、逆にCIQ による管理体制を強化する方向に進んでおり、現実的ではない。 

 以上に鑑みると、東アジア権諸国の完全な航空市場統合は、各国間の人間の移動がCIQ の観点か

ら完全に自由になるまで完全には達成できないこととなると考える。 

 

６．独占禁止に関する法律の体制の統一 

 ＥＵ、オーストラリア・ニュージーランド市場統合の例 を見る限り、航空市場統合時における各

国における航空産業における規制は、参入・運賃に関する経済的規制の廃止が前提となる。こうし

た経済的規制の廃止後においては、適正な市場競争の確保のための独占禁止法体系の役割が重要と

なる。また、航空市場統合により実効的支配権、実質支配権の規制が域内において緩和されるが、

これにより域内において国境を越えた合併、資本提携、子会社設立が活発になることが予想され、

この面における独占禁止法の役割も重要となる７１。ところが、オーストラリア・ニュージーランド

航空市場統合の場合にも見られるが、何が「競争制限的行為」「市場収奪的価格」であるのかの定義

等、各国における独占禁止法の体系及びその運用に差異がある７２。 

 韓国は 1980 年に独占規制及び公正取引に関する法律が制定され、その体系は日本の独占禁止法

とほぼ同様の体系となっている７３。しかし、個別事例に対する運用が同一であるとは限らず、事例

によっては日韓両国の独占禁止当局間における調整が必要となる場面があると考える。中国の競争

法は反不正当競争法及び価格法により規制されており、不当廉売やカルテル行為を禁止しているが、

共産主義国家であったため、企業の独占の規制、合併に関する規制はなかった７４。ただ、2006 年 6

月から包括的競争法である反独占法が現在全人代で審議中であり、2007 年中に成立する見込みであ
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る７５。内容はEU 競争法を模範としており、先進国の独占禁止法と同様のレベルである。このよう

に法規制の存在という点においては中国も概ね日本及び韓国と足並みが揃いつつあるといえる。た

だ、市場経済をかなり取り入れているとはいえ、中国の政治体制は共産主義体制であり、自由主義

体制、市場経済を前提とする独占禁止法が共産主義体制化においてどのように運用されるかは、現

在のところ予測困難である。 

 このため、実際に航空市場統合後適正な競争市場を確保するためには各国の独占禁止法の運用に

ついて対応の統一が必要となるが、独占禁止法の解釈は航空分野に対するもののみではなく、全産

業分野に影響を及ぼす上に、個別事案の内容に左右されるものであるため、事前の三国間の方針統

一は非常に困難であると考える。むしろ、個別事案に生じた問題に対して三国が十分な協議を行う

ことにより、事案ごとに適切な対応を図ることが実際的であると考える。 

 

７．日本の空港発着容量制限の問題 

 先にも述べたとおり、日本の航空行政においても空港容量の制約のない地方空港についてはＣＩ

Ｑの体制が整っている限り、相手国の要望があれば路線設定を認めることとしている。韓国の航空

会社は積極的にこれを活用し地方空港への路線展開を図っているが、韓国、中国とも本心では大き

な需要の見込める成田空港及び羽田空港への便数拡大を強く希望している。しかし、両空港とも空

港容量は逼迫しており、羽田空港再拡張事業による発着枠拡大後であっても時間帯も含めて考える

と自由な路線展開が可能となるわけではない７６。また、今後の羽田空港発着の国内線需要動向にも

よるが、シュミレーションによっては１５年後には国内線のみで再度逼迫するとするものもある７７。

東京国際空港は現在定期便が就航しているのは国内航空企業だけであり、2000 年の航空規制緩和に

より 5 年限の許可制となったため、この許可更新の時期を捉えれば対応可能であるが、成田空港に

おいてはこのような免許の更新制がないため、米国、ＥＵ等の域外国のスロットとの調整が生じ、

問題は外交問題も絡んだ複雑なものとなると考える。 

 こうした空港容量に制約のある路線については市場統合を行った場合においては、国際関係が絡

むため、スロット配分を国がコントロールする必要があると考えるが、日本の需給調整規制による

参入規制の時代のように国の裁量権ですべてコントロールすることは自由化の意義に反する。この

ため、スロット配分に際しては、透明かつ公平公正の方法が採用されなければならない。また、さ

らに、空港容量の逼迫度によっては既存の日本の航空会社が有しているスロット枠を大きく開放す

る必要性が生じる可能性もある。このような空港容量の制約のある空港のスロットをどのように配

分するシステムを構築するかは、航空市場統合に向けて大きな課題となる。 

ミクロ経済学の観点からは、混雑空港のスロット配分について、より競争性を高める観点からス

ロットにより高い着陸料を提案した者にその使用権を与えるビッティング方式の採用等が提案され
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ている。しかし、羽田空港の、特に朝夕時間帯の混雑を勘案すると、当該時間帯の空港使用料は非

常に高額になることが予想される。このため、当該時間帯に混雑空港を発着する便についてはビッ

ティングによる着陸料がそのまま運賃に転嫁されることとなるととともに、採算性の非常に高い路

線のみが当該時間帯にのみに充当され、比較的採算性の低い路線は廃止又は利便性の低い時間に移

されることとなる。このような、混雑時間帯における運賃の急激な上昇や地方空港路線の利便性の

低下は、国内の基幹空港たる羽田空港の公平的利用の観点から国民から果たして理解を得られるか

どうか、疑問があると考える。このような観点からは、むしろ、ＰFI 等で採用されている総合評価

方式によって国民の利便性向上を勘案して配分する方式が航空関係各法の趣旨から見て法的に合目

的的ではないかと考える７８。 

 

Ⅵ 東アジア圏諸国の航空市場統合方策へ向けた提言 

 
東アジア圏諸国航空市場統合を実現するためにはⅤで述べたような問題点がある。しかし、これ

らの問題点は必ずしも克服不能ではなく、正しい手順を踏み、十分な時間をかけることにより解決

することも不可能ではないと考える。EU、オーストラリア・ニュージーランド航空市場統合にお

いても、議論が開始された時点から 20 年近い時間が必要であった。このような例に鑑みると、東

アジア圏諸国の航空市場統合に向けても、一定の時間を要することを念頭において、段階を踏まえ

つつ的確に統合を進めていけば、法的、制度的面から見てもこれを実現させることは不可能ではな

いと考える。 

 

１．東アジア圏航空統合市場の段階的実施 

東アジア圏航空市場統合は、これまで航空規制の体系も異なり、また、社会体制及び経済体制も

大きく異なる３国が航空市場に関して、あたかも一国であるかのように振舞うものである。このよ

うな大きな改革は、例えそれが各国国民にとって非常に望ましいものであるとしても、早急に制度

を整えることは困難である。特に航空市場統合は、シカゴ条約が各国の主権を最大限尊重している

以上、主権国家間の国際法上の合意が必要不可欠であり、これを調整のための期間なしに統合を図

っていくことはほとんど不可能であり、十分な調整の期間を取ることが必要不可欠である。このた

め、東アジア圏航空市場統合に向けてはⅤで掲げた問題を容易なものから解決を図り、段階的な市

場統合を図ることが適当であると考える。 

【第１フェーズ】東アジア圏各国によるオープンスカイ政策の推進 

現状においては、Ⅴに掲げた問題のうち、安全規制に関する問題７９を除いては、早急に解決を図
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ることはどれも非常に困難である。このため、まず、最初の段階では枠組みとして二国間協定の方

式を踏襲しつつ、国際航空について三国間の国際航空の輸送力設定等を自由とすることが適当であ

ると考える。この方式ならば、米国のオープンスカイ政策の例に見られるように現在の二国間協定

方式をほぼ活用することにより、実施することが可能である。 

【第２フェーズ】第５の自由の相互承認の拡大 

地方空港でのCIQ 体制が進展すれば、諸国間の航空会社がある相手国空港を経由した後、他の空

港を目的とすることが可能となる。EU 航空市場統合、オーストラリア・ニュージーランド航空市

場統合も、段階的に第 5 の自由を拡大することにより、域内航空市場統合の素地を形成してきてい

る。 

この措置により、例えば北京－仁川－札幌を日本航空や大韓航空が運航することが可能となる。

また、仁川－羽田－秋田８０といった路線開設も可能となる。このような運航を念頭において CIQ

体制の整備を図ることが有効と考える。 

【第３フェーズ】各国における国籍規制要件の緩和・撤廃 

 東アジア権諸国間で相互に国籍要件における投資制限を緩和・撤廃し、各国が他国の子会社を設

立することにより、実質的な市場の融合を目指す。この形式の場合、シカゴ条約第 19 条において、

当該国の航空会社の国籍要件は各国の規制権限に委ねられているため、中国資本の航空会社であっ

ても、日本設立なら日本の航空会社と定義されるため、雇用問題、独占禁止法体系問題、シカゴ条

約第 7 条抵触の問題は生じないと考える８１８２。 

【第４フェーズ】完全な東アジア圏諸国間の航空市場統合 

以上の３つのフェーズの経過期間中に、日本における外国人乗員等雇用問題、独占禁止法体系の

各国における整備を図り、東アジア圏諸国の航空市場統合を実施する。この場合において混雑空港

の空港容量が航空会社の希望を満たせない場合には、各空港における規制の問題として処理を行う

こととし、例えば総合評価方式による発着枠配分等を実施する８３。このフェーズは解決すべき難問

が多く、非常な困難を伴うことが予想される。しかし、オーストラリア・ニュージーランド航空市

場統合に際しても指摘されている、シカゴ条約第７条後段の問題を可能な限り回避し、域外国との

交渉を有利に進めるためには、このフェーズで挙げた問題は全て解決する必要がある。 

 

２．三国間で問題が生じた場合の裁定機関の必要性 

 東アジア圏諸国の航空市場統合を進めたとしても、安全規制、国籍規制、独占禁止規制、制約空

港の運用等については、各国における解釈、主張に食い違いが生ずることは当然予想される。こう

した問題点を解決するために、オーストラリア・ニュージーランド統合航空市場のような、紛争が

生じた場合の裁定機関又は調整の方式の整備が不可欠である。 
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 本来は、東アジア圏においてもEU 委員会やEU 裁判所のような強制権限を有する機関の創設が

望ましく、また、EU のように統一機関により他地域との包括的航空交渉を実施することが望まし

い。しかし、EU の場合は各国が航空分野、ひいては経済分野だけではなく、政治的にも統合した

ヨーロッパを形成しようとして各国の主権すら自ら制限している。現在の東アジア諸国の現状に鑑

みると、経済的な市場統合の動きならまだしも、政治的統合を図ろうとすることは不可能である８４。

このため、東アジア圏航空統合市場の場合にはオーストラリア・ニュージーランド市場統合の例の

ような協議機関体制を整備し、相互の合意の形成に全力を挙げ、その統一的方針の下、各国が協調

して他地域と協議することが必要であると考える８５。 

この点、安全規制の問題について、ICAO の安全基準があり基準が明確なため、安全規制の解釈

の確認、チェック体制に係るすりあわせが中心となると予想されることから、各国間での協議も比

較的容易であろうし、各国が合意すれば一定の権限を有する裁定機関を設けることも不可能ではな

いと考える。しかし、国籍規制、独占禁止規制等の解釈、運用、制約空港における発着枠の取り扱

いについては、各国の経済政策の目論見が大きく反映される事項であるため、裁定権能を有する機

関を設けることは困難であり、個別事案に応じた各国協議の場を設ける以外にはないであろう。 
                                                  
１ 日米航空協定など航空協定の形式によっては、乗り入れ航空会社が指定又はランク分けされている場合

もある。 
２ この東アジアにおける航空統合市場の形成に当たって、中華民国（台湾）を含めるか否かは非常に大き

な問題である。台湾の経済発展は韓国と同様目覚しく、日本－台湾間の航空需要も年々増大しているこ

とから、経済的に見れば東アジア圏の航空システム構築に台湾を含める意義はあると考える。しかし、

中国と台湾の関係に鑑みると、両者がその政治的対立を棚上げして統一した航空市場システムに参加す

る可能性は皆無であると言わざるを得ない。また、中国国内線の潜在需要は、地理範囲の問題から国際

線しかほぼ見込めない台湾と比較して相当大きい。以上を踏まえ、今回の航空市場統合を検討するに当

たっては中国を対象とすることとし、台湾は対象に含めないこととする。 
３ 井出徳哲「多国間航空協定とその展望―APEC 自由化協定を中心として―」（「空法」第 44 号 2003 年）

pp２～４ 
坂本昭雄「航空法が当面する諸問題―国際公法関係について―」（「空法」第 45号 2004 年）pp101～103 
Jeffrey Goh，European Air Transport Law and Competition, (1997), pp3～10 

Jeffrey Goh，The Single Aviation Market of Australia and New Zealand,(2002),pp4～7 
４ 「９つの自由」の具体的内容については巻末別添１参照。 
５ 輸送力が運航以前に合意されている形式。 
６ 輸送力は当初航空企業によってここに決定されるが、後に協議手続きを通じて両当事国の事後審査に服

する形式。 
７ 両当事国が相手国の指定航空企業による供給を一方的に制限してはならないとする形式。 
８ 中谷和弘「日米航空紛争と国際法」（「空法」第 37 号 1996 年）pp89～90 
９ 実際には普通運賃等について、国際航空運送協会（IATA)において各国の国際航空会社が運賃額を協議、

決定し、これに基づいて各国政府に申請する方式が行われている。ただし、1990 年代中頃から、個人用

割引運賃の中で IATA による決定なしに、各航空会社が独自に各国政府に申請して認可を得る運賃が登

場し（いわゆるNON IATA PEX）、かなりのシェアを占めているといわれている。 
１０ 羽田空港については、現在計画されている羽田再拡張事業が完了した場合年約 11万回の発着枠増が予

定されており、このうち約 3 万回を国際線に振り分けることが予定されている。しかし、現在予定され

ている約 3万回の国際線枠では開設できる路線は限定される。 
１１ Jeffrey Goh，The Single Aviation Market of Australia and New Zealand,（2002），ppP9～10 
１２ Jeffrey Goh，European Air Transport Law and Competition, (1997) PP15～31 
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Jeffrey Goh，The Single Aviation Market of Australia and New Zealand、（2002）,pp12～13 

１３ 本稿においては、ヨーロッパ共同体に関し、その設立以降現在までの通期に関する場合及び 1992 年以

降に関する場合には「EU」と、1992 年以前に関する場合には「EC」と表記する。 
１４ 同じ年、EC 裁判所はAhmed Saeed Flugreisen and Silver Line Reiseburo vs Zentrale zur 

Bekampfung 事件において同様の判決を行った。 
１５ 国土交通省航空局資料「EU 域内の航空自由化について」（【別添２】） 
１６ Jeffrey Goh，European Air Transport Law and Competition, (1997),pp157～164 
１７ Jeffrey Goh，Ibid.,pp123～145 
１８法の形式上認可の形式はとっているが、認可申請があれば認可権限当局は自動的に認可を行う方式であ

り、事実上届出化といっても過言ではない。日本においても国際航空運賃のNON IATA PEX について

この方式が採用されている。 
１９ Jeffrey Goh，European Air Transport Law and Competition, (1997),pp147～155 
２０ 許可、認可等に際し、関係国のうち反対国があれば発効しないが、市場略奪的運賃である等の理由によ

る積極的不認可がない限り発効する方式。 
２１ 山﨑一英「最近の航空企業の外資規制をめぐる動き―Ownership and Control Requirements－」（「空

法」第 45 号 2004 年）pp76～pp77 
２２ Regulation(EC)NO 1592/2002 of the European Parliament and of the Council of 15 July on 

common rules of in the field of civil aviation and estblishing a European Aviation Safety Agency 
２３ 近年APEC 多国間国際航空運送協定、米・EU包括国際航空協定においては、オープンスカイ協定に

おいても国籍条項の取り扱いに変化が現れている（後述）。 
２４ 中谷和弘「大都市圏における複数空港間での航空輸送配分と国際法」（2005）pp251～254 
２５ この点は、EU、米国とも共通する部分があり、米・EU 包括国際航空協定においても現在のところ、

米国がEUに対してすら国籍規制の緩和を認めていない。やはり、両者とも航空の国籍規制を経済的規

制というよりも国家安全保障上の規制と捉えていることに由縁するのではないかと考える。 
２６ Jeffrey Goh, The Single Aviation Market of Australia and New Zealand,（2002），pp48～53 
２７ 実際には、他の世界各国と同様に、両国政府の認可の前に the International Air Transport Association
（IATA）における世界の国際航空会社の協議により実質的に決定されていた。  

２８ シカゴ条約第７条に係る問題の内容については３．（２）で詳述する。 
２９ 1992年にはオーストラリアはニュージーランドにアメリカ及びカナダへの以遠権を認め、1994 年まで

に順次以遠権を拡大していき、1994 年まで計９カ国への以遠権を承認した。一方、ニュージーランドは

オーストラリアに対してアメリカ、カナダ、フィジー及び南アフリカへの以遠権を承認し、同様に順次

拡大の上、1994 年までに計 20 カ国への以遠権を承認した。（Jeffrey Goh，The Single Aviation Market 

of Australia and New Zealand,（2002），pp51） 
３０ この時点までのオーストラリアの国内航空路線の中核航空会社である。 
３１ Jeffrey Goh，The Single Aviation Market of Australia and New Zealand,（2002），pp53～56 
３２ このことは、航空会社間でコードシェアを実施する場合に大きな自由度を有することとなる。すなわち、

複数の航空会社が１便の運航をコードシェアした場合、３社参入とカウントされるため、参入企業数制

限はコードシェアに対して大きな影響を与えるが、参入企業数撤廃はコードシェア参加企業数の制限を

撤廃する効果を有する。 
３３ しかし、競争阻害的な運賃設定についてこれを放置しているわけではなく、独占禁止法体系での事後規

制はもちろんかかっている。 
３４ Jeffrey Goh，The Single Aviation Market of Australia and New Zealand,（2002），pp57～58 
３５ Jeffrey Goh，Ibid., pp59～61 
３６ この点につき、EUは加盟各国が主権を自ら一部制限するとともに、EU委員会、EU議会、EU 裁判

所をはじめとする統治機構が整備されていること等に鑑み、一国に準じる取り扱いと解釈することが比

較的容易であると考える。この点が、５．で述べる米EU 包括航空協定について、アメリカ側がシカゴ

条約第 7条の問題に触れなかった一因だったのではないかと推測する。 
３７ EU 及びオーストラリア・ニュージーランド航空市場統合以前にカボタージュ解禁に踏み切った例がな

いため、国際法の解釈上確立されたものがない。また、オーストラリア・ニュージーランド統合航空市

場については、アメリカは航空機の航続距離の問題から第三国から以遠権の承認を得ない限り、航空輸

送を行うことはないので問題視しなかったのではないかと推測する。米国は日本からオーストラリアへ

の以遠権を有しているが、現在は行使していない。 
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３８ 山﨑一英 前掲論文 pp114～115 
３９ Jeffrey Goh , The Single Aviation Market of Australia and New Zealand,（2002）, pp62～63 
４０ 中谷和弘「日米航空紛争と国際法」（「空法」第 37 号 1996 年）pp115～116 
４１ ただ、肝心の米国メガキャリアが米国国内航空自由化政策で登場したロー・コスト・キャリアとの競争

により、現在のところ体力を相当弱らせている。 
４２ 中谷和弘「日米航空紛争と国際法」（「空法」第 37 号 1996 年）pp117 
４３ 井出徳哲、前掲論文 pp10～13 
木名瀬百代「航空企業のオーナーシップと航空協定上の指定制度の問題」（「空法」第 47 号 2006 年）pp 
７～８ 

４４ ただ、この協定の結果、主として貨物輸送について第５の自由を米国に承認し、オープンスカイ協定を

締結しているため、参加国間の航空貨物輸送について米国航空企業が大きなシェアを得、有利にたって

いるとの指摘もある。 
４５ 山﨑一英 前掲論文 pp115～121 
４６ The consequences of the Court judgements of 5 November 2002 for European air transport policy 
４７ Regulation(EC)No847/2004 of the European Parliament and of the Council of April 2004 
４８ New York Times  2005 年 11月 21 日 
４９ Aviation Daily  2006年 12 月 6 日 
５０ 東京大学公共政策大学院国際交通政策研究ユニット主催第 1回 ITPU 公開セミナー「グローバリゼー

ション、地域主義と国際交通システム―新しい課題と将来展望」（2005 年 12 月 15 日）テ・オーム教授

基調講演 
５１ 長田祐卓「国際航空のグローバル化と国際機構の対応」（「空法」第 46 号 2005 年）pp81～89 
５２ 長田祐卓 前掲論文 pp103～108 
５３ ただし、これらの会議が国際航空自由化に関し、まったく無力であったわけではない。第 4回会議にお

いては「段階的、漸進的、秩序ある、セーフガードされた改革（自由化）が一般目標であることを勧告

している（長田祐卓 前掲論文 pp89）。また、第 5回会議においては「国際航空運送の自由化に関する

基本原則」が採択され、自由化に向けた航空協定モデル条項として主たる事業拠点と実効的な規制支配

を国籍条項の判断基準とすること等を提案している（山﨑一英 前掲論文 pp81）。 
５４ 航空市場統合のような斬新な制度を国際間で実施する場合には、事前に予測のしようがない政治的法的

問題が生じるのは当然と考える。この典型的な例はオーストラリア・ニュージーランド航空市場統合が

1992 年から 1996 年までの間停滞した例であると考える。 
５５ この点に関しては各国において規制が異なり、日本の場合は日本国籍を有する者が会社の議決権の 1/3
を有すればいい（航空法第 120 条の２）のに対して、EU やオーストラリア・ニュージーランドのよう

に取締役会の実効的支配が当該国籍を取得することが必要としている国もあり、その規制の強弱はまち

まちである。 
５６ 支配権を有している会社が別の会社の場合、その親会社の国籍が問題となることがある。この点に関し

てはアメリカ、EU、オーストラリア・ニュージーランドとも親会社自身が自国籍の者による実効支配を

要求しているが、外資導入の盛んな中国に果たして同様の規制が実際的かどうかは更なる検討を要する

問題であると考える。 
５７ ただ、EU、オーストラリア・ニュージーランド航空市場統合の場合、このような自国籍航空会社の定

義拡大が可能であったのは、航空以外の分野での市場統合が航空市場統合の前提として進められていた

こと勘案しなければならない。この点、このような条件なしに航空分野の市場統合を先行させた場合、

円滑に国籍規制の拡大が可能かどうかは未知数である。 
５８ 運輸産業における「人命」とは乗客だけでなく、事故が起こった際に巻き添えになる人々も当然含まれ

る。現に JR 西日本宝塚線事故では死者こそ出なかったものの、衝突したマンションの住民に多大な損害

を与えている。 
５９ 朝日新聞 2006 年 12 月 20 日朝刊等より。なお、国土交通省航空・鉄道事故調査委員会「事実調査に関

する報告書の案（意見聴取会用）」では、この点につき多くの記述を割いているものの、現在のところ事

故の原因とは断定していない。 
６０「競争と安全性の調和」の問題は運輸産業にとって非常に重要であり、より詳細な検討が必要であると

考える。この点につき、ミクロ経済学は「安全確保は企業としての当然の前提」で議論を終わらせる例

が多いが、競争激化の結果どのような企業がどのような行動をとるか、詳細に分析すべきではないかと

考える。 
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６１ 国土交通省航空局技術部より聴取。 
６２ ILOの船員関係諸条約は統一した一本の条約にまとめられることとなり、2005年に採択はされている。 
６３ 例えば、全日本海運組合は、日本とフィリピンの船舶職員の体系は両者ともSTCW 条約に則っており、

ほぼ同様であるが、資格試験の合否判定基準がフィリピンの方が甘いのではないかとし、日本の海運会

社所属の便宜置籍船及び日本籍船に於けるフィリピン人船舶職員の能力に疑問を提起している（第５９

年度全日本海員組合活動方針、外航部門の活動について Ⅱ 外航海運対策と船員対策 １．外航海運対

策（３）（2003 年）参照）。外航海運会社もこの問題に対応するため、フィリピン現地における船員要請

に力を入れている（日本郵船株式会社ホームページ等参照）。 
６４ この問題は便宜置籍船を誘致する発展途上国がチェックを甘くしているとも見られ、最近、便宜置籍船

誘致国であるベリーズ船籍、カンボジア船籍の船舶で出港禁止措置を受ける船舶が急増している（財団

法人日本海技協会第 39 回講演会「日本のポートステートコントロールの現状について」（国土交通省海

事局総務課外国船舶監督業務調整官渡邊元尚氏）参考図参照）。 
６５ 外航海運では各地域の主要海運国の間でアジアでは東京MOU、ヨーロッパではパリMOUが締結され、

各地域内でのポート・ステート・コントロールの実施体制の整備、実施水準の統一等を図っている。ま

た、両MOU 及び米国との間でのポート・ステート・コントロールに関する情報及び意見の交換も綿密

に実施されている。 
６６ 日本の航空企業の外国人雇用については、パイロットについては 1200 時間以上の飛行経験を有する者

については、「特殊技能者」として認められているが、これ以外のパイロット、客室乗務員、地上職員等

については外国人の雇用が認められていない。 
６７ ミクロ経済学の視点からは以上の外国人雇用の拡大は「人的リソースの共有」という面で航空市場統合

のメリットとして挙げられている。しかし、法的観点からは注 67 で述べるように多種多様な難問が含ま

れており、単純にメリットと言い切ることはできず、また、実現に尋常でない困難を伴うものであると

考える。 
６８ しかし、特殊技能者以外の外国人労働者の雇用容認は経済界からは一般的な解禁の要望が強く、航空分

野に限った解禁は他の分野の解禁可否の議論に大きな影響を及ぼすことが予想される。こうなると、一

般的な外国人雇用の容認へ議論が広がる可能性があることから、労働問題、出入国管理問題、治安問題

といった日本国民生活の安全に関する幅の広い分野に議論が波及することが予想される。 
６９ 客室乗務員の外国人雇用については、安全規制の面からも、緊急時の旅客の避難誘導を行う安全要員で

ある客室乗務員が、まったく日本語をしゃべれないのに非常時の安全誘導等国内線での職務をこなすこ

とができるか、という問題も生じる。これは日本語のできる客室乗務員を一定数配置するという規制を

設ければ解決されるが、この結果、当該客室乗務員の賃金上昇も予想され、市場統合効果を損ねる可能

性もある。 
７０ 中国人に対するCIQ 管理はより厳しく、現在でも事前のビザが必要である。 
７１ オーストラリア・ニュージーランド航空市場統合においては、アンセット航空に対するニュージーラン

ド航空の資本参加が、EU 統合市場においてはエア・フランスとオランダ航空の合併が実際に問題となっ

た。 
７２ Jeffrey Goh , The Single Aviation Market of Australia and New Zealand,（2002）,pp87～ 
７３ 公正取引委員会ホームページ「韓国競争法」より 
７４ 公正取引委員会ホームページ「中国競争法」より 
７５ 石田英遠、森脇章、藤本豪「中国独占禁止法草案（2006 年 6月 22 日版）の全貌と企業のリスク対応

（第 1回）」（国際商事法務Vol.34,No.9 p1191～1201）参照 
７６ 羽田再拡張事業完成後は、東京国際空港の発着枠は約 1.4 倍に拡大されることから３．で述べたとおり、

東アジア圏の航空事情に大きな影響を与えることは間違いない。しかし、現在のところ、東京国際空港再

拡張後の発着枠拡大後国際線に割り当てられる発着枠は年 3万回（往復を 1便と考えると 1日約 40 便程

度）であり、東アジア航空圏の国際需要を十分に満たすものと言えない。また、羽田空港においては、1
日の時間帯の中でも需要の強弱が見られ、朝夕の需要の強い時間帯は航空会社の運航設定希望が集中して

おり、全ての要望を受け入れることはできないと考える。 
７７ この点については、日本の航空会社においても見方が分かれているが、日本航空はまだ増加の余地あり

と見ている。いずれが正しい見通しかは現在のところ不明であるが、羽田空港再拡張事業完成後において

も、朝夕の混雑時間帯において羽田空港の発着枠に航空会社が自由に路線を展開できるほどの発着枠の余

裕が生じるとは考えにくい。 
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７８ 混雑空港の路線配分の方法としてビッティング方式を採用すること自体は、航空法第 57 条第 2 項にお

いて、空港使用料について 
「国土交通大臣は、前項の使用料金（筆者注空港使用料）が次の各号のいずれかに該当すると認めるとき

は、当該飛行場の設置者又は航空保安施設の設置者に対し、期限を定めてその使用料金を変更すべきこ

とを命ずることができる。  
 一  特定の利用者に対し不当な差別的取扱いをするものであるとき。  
 二  社会的経済的事情に照らして著しく不適切であり、利用者が当該飛行場又は航空保安施設を利用す

ることを著しく困難にするおそれがあるものであるとき」 
 としていることから、解釈上不可能ではないと考える。 

すなわち、かなり高額な使用料をビッティングしたとしても、応札機会が与えられていれば、第 1号

の要件である特定の利用者（筆者注：応札する航空会社）に対する不当な差別的取扱いとは言えず、ま

た、自由な競争関係の下で応札する者がいたとすれば、航空会社の利用することを著しく困難にしてい

るとも言い切れず、第 2号の要件にも該当しないと解すれば、同法の空港使用料規定には反しないと解

釈することもできると考える。 
 しかし、実際の問題として、羽田空港の需要、特に逼迫時間帯の需要は非常に強く、大変高額な入札

額となる可能性は大きいと考える。このようなことは筆者の杞憂かもしれない。しかし、このような現

象が生じた場合、本文で述べたような問題の他、羽田空港の空港使用料について大幅な黒字が生じる可

能性がある。この場合において、現行の空港整備法及び空港整備特別会計法に基づけば、空港整備特別

会計に繰り入れられることとなるが、その金額があまりにも大きい場合、その使途についてさまざまな

議論が生ずると考える。しかし、この余剰金は運賃の大幅な上昇に基づいているため、筆者としては一

般国民の理解がまったく得られないのではないかと考える。 
７９ 安全規制の問題もⅣ1．で述べたような各国の規制に対する実際のチェックの状況如何によっては大き

な問題となりうる。 
８０ ただし、タグエンドカボタージュがシカゴ条約第 7条に抵触する恐れがあるため、この問題が解決しな

い限り、例に掲げた場合においても、中国、韓国の航空会社が羽田空港で旅客、貨物を搭載することは

不可能と考える。 
８１ ただし、外国人雇用の問題を日本の会社という形式で回避するため、中国資本の航空会社であってもそ

のコストは上昇し、このフェーズでの市場統合のメリットはある程度制約されたものとなると考える。 
８２  実際問題としては、この段階で東アジア圏航空市場に多大な関心を有することが予想される米国が、

なぜ米国の資本の参加を認めないのかという要求が予想され、これに対して如何にして航空交渉で対応

するかは大きな問題である。 
８３ この場合には羽田空港と成田空港の機能分担の問題が生じる。東アジア圏諸国の航空会社を国内航空会

社とみなして、羽田空港に集中させるのか、成田空港にも一部乗入れるのか、決定する必要がある。羽

田空港は国内線、成田空港は国際線といういままでの機能分担及び羽田空港再拡張事業終了後のぺリメ

ータールールに基づき選定された近距離国際線の羽田空港乗り入れ承認という方針の方向性をそのまま

受け継げば、羽田空港に東アジア圏の航空会社を集中させるということとなる。しかし、この場合、羽

田空港の発着枠で対応可能か、また、米国からの国別の不平等取り扱いであるとの主張とこれに伴う羽

田空港乗り入れ要求が出されるのではないかといった問題が残る。 
８４ この点は、三国の政治的立場の違いや、冒頭に挙げた中台問題、更には北朝鮮問題も含まれてくるため、

現状のままでは、解決の非常なる困難性は明白である。 
８５ 以上に鑑みると米・EU 包括国際航空協定のように東アジア圏諸国が統一して域外国との航空協定を締

結することとなるには、航空市場統合後においても相当な時間を要すると考える。 


